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「（仮称）小平市の地域公共交通の基本方針」の素案（たたき台） 

 

１ 基本方針策定の背景 

平成１８年にまとめた「市の公共交通に対する基本的な考え方」（以下「基本的な考え方」

という。）に基づき、生活交通の充実を図るため、コミュニティバスやコミュニティタクシー

の運行を地域との協働により取組を進め、市民の生活交通として定着しています。 

一方で、基本的な考え方については、既に１５年以上が経過し、社会状況や公共交通を取

り巻く環境が大きく変化していることから、見直しが必要となっています。 

そこで、基本的な考え方に基づくこれまでの取組の総括を踏まえ、既に地域の足として深

く根差しているコミュニティバスやコミュニティタクシーの運行を継承しつつ、市の新たな

考え方や方向性を示す「小平市の地域公共交通の基本方針」（以下「基本方針」という。）を

策定します。 

 

２ 基本方針の位置付け 

本基本方針は、持続可能なまちづくりにおける地域公共交通の目指すべき姿の実現に向け

た考え方を示すとともに、地域の特性や実情及び市民の移動ニーズに対応するための課題の

整理と取組の方向性を定めた方針とします。 

本基本方針の策定に当たっては、「小平市第四次長期総合計画」、「小平市都市計画マス

タープラン」及び東京都の「東京における地域公共交通の基本方針」との整合性を図ってい

ます。 

 

３ 対象期間 

   対象期間は令和６年度からとし、社会状況や公共交通を取り巻く環境の変化に柔軟に対応

するため、必要に応じて見直しを行います。 

 

４ 目指すべき姿 

   地域との協働により、快適で利用しやすい地域公共交通ネットワークが維持・強化が図ら

れ、誰もが安全・安心にまちの中へ出ていくことができる姿を目指します。 

 

 

地域で支え未来へつなぐ地域公共交通 

 

  

資料１ 

令和５年１０月２５日 



2 

５ 地域公共交通の課題 

   基本的な考え方に基づくこれまでの取組の総括及び市民の意識・実態調査の集計結果等を

踏まえ、市内における地域公共交通の課題を以下の５つに整理しました。 

  

課題① 地域の実情やニーズへの対応  

 少子高齢化の進展などの社会状況や都市計画事業の進捗などの道路交通事情の変化、

宅地開発に伴う住環境の変化などが生じています。また、目的地の分散化や土曜・ 

日曜日の外出など、地域のニーズが多様化していることから、コミュニティバス等の

運行ルート、停留所、運行時間の見直しなど、ニーズに即した地域公共交通が求めら

れています。 

課題② 交通が不便な地域への対応 

交通が不便な地域※の利便性の向上と生活交通の確保、更には市民の外出支援を図る 

ため、道路環境や地域の特性に即したきめ細かい地域公共交通が求められています。 

課題③ 生活交通の維持・確保 

社会状況や公共交通を取り巻く環境の変化に伴い、地域公共交通の役割がますます 

重要になっています。コミュニティバス等の運行の維持・確保のため、地域が主体と

なって支える取組がこれまで以上に重要です。 

人件費や燃料費高騰に伴い運行経費が増加している状況においては、市の補助金の 

あり方の見直しや路線バスとのバランスを考慮した運賃を設定する必要があります。 

課題④ 高齢者や障がい者、子育て世代などの福祉的な視点での対応 

 少子高齢社会における移動の円滑化への対応として、地域公共交通の役割や外出 

支援に対するニーズが多様化しており、住みやすいまちの形成に向けて、誰もが 

利用しやすい福祉的な視点を踏まえた交通環境の整備が求められています。 

課題⑤ 交通安全対策や脱炭素社会の実現に向けた対策 

安全安心で快適な、住みやすいまちの形成に向けて、運行事業者や関係機関と協力・

連携を図りながら、交通安全対策に取り組む必要があります。 

市が目指している「ゼロカーボンシティの実現」に向けて、温室効果ガスの排出量を

削減する取組を進める必要があります。 

※交通が不便な地域の考え方 

コミュニティタクシーの運行ルート等の検討を行うに当たり、

鉄道駅から半径５００ｍ以上、バス停留所から半径２００ｍ以上

離れた地域を交通が不便な地域としています。 
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６ 実現に向けた考え方 

   ５つに整理した課題を受けて、目指すべき姿の実現に向けた基本となる２つの柱と５つの

考え方を示します。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

＜基本となる柱＞ 

① 持続可能なコミュニティバス・コミュニティタクシー 

② コミュニティバス等が運行できなかった交通が不便な地域と公共施設の再配置を 

見据えた交通アクセス 

 

＜実現に向けた考え方＞ 

① 鉄道や路線バスを補完する誰もが利用できる地域公共交通 

② 地域との協働により創出・維持されている地域公共交通 

③ まちづくりと連携したコンパクトな地域内の地域公共交通 

④ 鉄道駅や病院などの公益施設へのアクセスができる地域公共交通 

    ⑤ 市の財政支援に一定の限度が設けられている地域公共交通 

 

 

７ 取組の方向性 

実現に向けた考え方を基本に、３つの方針とその方針の実現に向けた６つの目標を定め、 

それに基づく取組の方向性を示しています。 

  

平成１８年にまとめた「市の公共交通に対する基本的な考え方」 

◆基本方針 

・地域ごとのニーズに基づくコンパクトな地域内の生活交通とこれをつなぐ幹線交通を充実する 

・にじバスの新たな試行運行を開始する 

◆実現のための具体的な取組 

・４つの地域においてコミュニティタクシーの導入に向け地域と協働で検討 

・青梅街道幹線軸の充実 

・にじバスの新たな試行運行の開始 
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方針１ 地域の特性・実情・ニーズに即した地域公共交通 

目標１ 利便性の高い地域公共交通 

コミュニティバスやコミュニティタクシーについては、今後も利用状況や地域のニーズ、更には道路

交通事情の変化や都市計画事業の進展を適正に把握し、状況に応じて見直しを図りながら、地域と

の協働により運行を維持していきます。 

取組① 道路交通事情や運行実態に即したコミュニティバス運行への支援 

 地域の実情等に応じた時刻表、運行ルート、停留所の見直しに向けた検討を支援します。 

取組② 地域の実情やニーズに即したコミュニティタクシー運行への支援 

地域の実情等に応じた運行ルート、停留所の見直し、運行時間の変更に向けた検討を 

支援します。 

 

目標２ きめ細かい地域公共交通 

道路交通事情等によりコミュニティタクシーが運行できない地域においては、地域の特性に即し

た新たな交通手段の導入の検討を支援します。また、市境などの地域においては、既存の公共交通

機関を活かした地域公共交通のネットワークを目指します。 

   取組① きめ細かい交通手段の検討への支援 

交通が不便な地域におけるデマンド型交通やグリーンスローモビリティ等の新たな交通

手段の研究・検討など、交通課題の解決に向けた地域の主体的な活動を支援します。 

   取組② 近隣自治体や交通事業者との連携・協力の推進 

広域的な視点から課題を共有し、解決を図るため、近隣自治体や民間の交通事業者との 

連携・協力を図ります。 

市内外を東西に結ぶ重要な交通手段である都営バス（梅７０系統）については、引き

続き沿線自治体及び東京都と連携し、運行の維持に努めます。 
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方針２ 将来を見据えた持続可能な地域公共交通 

 目標１ 地域で支える地域公共交通 

持続可能な地域公共交通を目指し、自治会や商店会などの地域の多様な主体と協働・連携を 

図りながら、地域活性化にもつながる取組を進めます。 

   取組① 地域との協働・連携による利用促進活動の実施 

地域と協働・連携により、コミュニティバスやコミュニティタクシー等の認知度向上、

利用促進を図る取組を実施します。 

取組② 地域公共交通を活用した地域活性化の取組の実施 

産業振興や観光まちづくりの観点を踏まえた地域公共交通が関わるイベント等を実施し

ます。 

取組③ 運賃以外の収入確保 

広告収入など、運賃以外の収入確保策による収入の確保に努めます。 

 

目標２ 適正な運賃体系の地域公共交通 

運行経費の変動や乗務員不足など、公共交通を取り巻く環境の変化に応じて、利用者、運行 

事業者、市、それぞれの役割を踏まえ、公平性の観点から社会状況に即した運賃体系の見直しを 

検討します。 

取組① 運賃体系の見直しを検討 

収支バランスや民間路線バスとの運賃の差を考慮しながら、地域とともに市の補助金の 

あり方も含めた運賃体系の見直しを検討します。 

取組② 割引運賃の検討 

路線バスや近隣自治体の状況を踏まえ、運賃体系の見直しと合わせて障がい者等の割引 

運賃を検討します。 
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方針３ 誰もが安全に安心して利用できる地域公共交通 

目標１ 誰もが利用しやすい地域公共交通 

高齢者や障がいのある方など、移動に困難を抱えている方も含めた、誰もが安全に安心して利用 

できるよう、運行事業者や関係機関等と調整を図りながら、地域公共交通の充実を図ります。 

取組① バリアフリー化の推進 

ユニバーサルデザイン車両の導入や駅等のバリアフリー化を推進します。 

取組② わかりやすい公共交通の案内 

利用方法や乗換え・乗降場所の案内など、わかりやすい表示物の作成、周知・ＰＲに 

努めます。 

取組③ 多様な交通手段の連携・活用 

鉄道や路線バス、タクシー、自転車、徒歩等を組み合わせて、目的や行先に応じて 

円滑に移動できるよう、運行事業者等と連携を図ります。 

 

目標２ 安全で安心な人と環境にやさしい地域公共交通 

交通安全対策及び環境に配慮した取組を進め、安全で安心なまちの形成、脱炭素社会の構築

に貢献する地域公共交通を目指します。 

取組① 運行事業者等との連携・協力による交通安全対策の実施 

運行事業者や関係機関と連携した交通安全の啓発活動の実施、及び高齢者の自動車運転

免許証自主返納への啓発や地域公共交通の利用促進等を検討します。 

取組② 環境にやさしい交通手段への転換 

マイカーに依存しない環境にやさしいまちづくりに向けた、公共交通機関への利用促進

を図ります。 

取組③ 環境にやさしい車両の導入促進 

温室効果ガスの排出量を削減するため、電気自動車等の環境にやさしい車両の導入を促進 

します。 

 

８ 取組を進めていく上での体制 

取組を着実に進めていくため、地域住民、事業者、関係機関等、市、それぞれの役割や特性

を踏まえ、多様な主体と協働・連携・協力して取り組みます。 

 


